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(57) Abstract: A vehicle l am 1 i s provided
with a scanning light source 10. The scanning

200 light source 10 includes a semiconductor light
source 110, and scans light emitted from the
semiconductor light source 110 in front o f the

100 lamp. A lighting circuit 200 synchronizes with
the scanning o f the scanning light source 10
and changes, over multiple levels, the light in
tensity o f the semiconductor light source 110.206

丄
(57) 要 約：車 両用灯具 1 は、走査 型光

210 源 1 0 を備 える。走査型光源 1 0 は半
導体光源 1 1 0 を含み、半導体光源 1
0 の出射光 を灯具前方で走査す る。

点灯回路 2 0 0 は、走査型光源 1 0 の
走査 と同期 して、半導体光源 1 1 0 の
光量 を多階調で変化 させ る。
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明 細 書

発明の名称 ：車両用灯具

技術分野

[0001 ] 本発明は、 自動車などに用いられる車両用灯具に関する。

背景技術

[0002] 車両用灯具は、一般に口一ビームとハイビームとを切 りかえることが可能

である。 口一ビームは、近方を所定の照度で照明するものであって、対向車

や先行車にグレアを与えないよう配光規定が定め られており、主に市街地を

走行する場合に用いられる。一方、ハイビ一厶は、前方の広範囲および遠方

を比較的高い照度で照明するものであり、主に対向車や先行車が少ない道路

を高速走行する場合に用いられる。 したがって、ハイビ一厶は口一ビームと

比較 してより運転者による視認性に優れているが、車両前方に存在する車両

の運転者や歩行者にグレアを与えて しまうという問題がある。

[0003] 近年、車両の周囲の状態にもとづいて、ハイビームの配光パターンを動的

、適応的に制御する A D B (Adapt i ve D i v i ng Beam) 技術が提案されている

。 A D B 技術は、車両の前方の先行車、対向車や歩行者の有無を検出 し、車

両あるいは歩行者に対応する領域を減光するなどして、車両あるいは歩行者

に与えるグレアを低減するものである。

[0004] A D B 機能を実現する方式として、ァクチユエ一タを制御するシャツ夕方

式、 口一タ リ一方式、 L E D アレイ方式などが提案されている。シャッター

方式や口一タ リ一方式は、消灯領域 （遮光領域）の幅を連続的に変化させる

ことが可能であるが、消灯領域の数が 1 個に制限される。 L E D アレイ方式

は、消灯領域を複数個、設定することが可能であるが、消灯領域の幅が、 L

E D チップの照射幅に制約されるため、離散的となる。

[0005] 本出願人は、 これらの問題点を解決可能な A D B 方式として、スキャン方

式を提案 している （特許文献 2 、 3 参照）。スキャン方式とは、回転するリ

フレクタ （プレー ド）に光を入射 し、 リフレクタの回転位置に応 じた角度で



入射光を反射 して反射光を車両前方で走査 しつつ、光源の点消灯を、 リフレ

クタの回転位置に応 じて変化させることで、車両前方に、所望の配光パター

ンを形成するものである。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 — 2 0 5 3 5 7 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 - 2 2 4 3 1 7 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 1 0 - 6 1 0 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 特許文献 3 に記載のスキャン方式では、光源 に流す電流量を一定に保ちつ

つ、光源の点消灯 （オン、オフ）を時分割で切 り替える。そのため所定のェ

リァを遮光するグ レアフ リ一機能の実現は容易であつたが、照射領域の照度

は実質的に一定に制約 されていた。

[0008] —方、安全性 を高めるために、点灯領域のうち、ホ ッ トゾーンのみの輝度

を上昇させる機能や、ステア リング情報 にもとづいて、照度の ピーク位置を

変化させる電子スィプル機能が望 まれる。

[0009] 本発明は係る課題 に鑑みてなされたものであ り、そのある態様の例示的な

目的のひ とつは、 グ レアフ リ一機能以外の多様な配光パターンを生成可能な

点灯回路の提供にある。

課題を解決するための手段

[001 0] 半導体光源 を含み、半導体光源の出射光を灯具前方で走査する走査型光源

と、走査型光源の走査 と同期 して、半導体光源の光量を多階調で変化させる

点灯回路 と、 を備える。

この態様 によると、走査周期 において、半導体光源の光量を多階調で変化

させることで、座標 も しくは領域 ごとに照度 を多階調で制御できる。 これに

より、ホ ッ 卜ゾーンの生成機能や電子スィプル機能 といったグ レアフ リー機



能以外の、多様 な配光パ ター ンを実現 で きる。 なお本 明細書 において 「多階

調 で変化 させ る」 とは、離散 的な複数 の階調 の間 を変化 させ る場合 のみでな

く、非離散 的 に、 すなわち連続 的 に変化 させ る場合 も含 む。

[001 1] 走査型光源 は、半導体光源 に加 えて、半導体光源 の出射光 を受 け、所定の

周期運動 を繰 り返 す ことによ りその反射光 を灯具前方 で走査 す る反射体 をさ

らに含 んで もよい。 点灯回路 は、反射体 の運動 と同期 して、半導体光源 の光

量 を多階調 で変化 させ て もよい。

[001 2] 点灯回路 は、前方 に照射 され る ビームの強度分布 が、 ピー ク位置 を基 点 に

単調増加、単調減 少す るよ うに半導体光源 を駆動 して もよい。

この制御 では、 ピー ク位置 の変化 に ともない、単調増加、単調減 少それぞ

れの傾 きを変化 させ ればよいため、半導体光源 の制御 を簡素化 で きる。

[001 3] 半導体光源 の光量 は、前方 に形成 され る配光パ ター ンの一端 か ら照度 の ピ

- ク位置 に向 けて単調増加 し、 ピー ク位置 か ら配光パ ター ンの他端 に向 けて

単調減 少 して もよい。

[0014] 半導体光源 の光量 は、前方 に形成 され る配光パ ター ンの一端 に対応 す るス

タ一 卜時刻 において所定のベ ース値 を と り、 ピー ク位置 に対応 す る ピー ク時

刻 において ピー ク値 を と り、配光パ ター ンの他端 に対応 す るェ ン ド時刻 にお

いてべ 一ス値 を とつて もよい。

[001 5] 点灯回路 は、 あ らか じめ定め られた基本波形 を ピー ク位置 に応 じて時間的

に前後 にシ フ 卜させ る ことによ り、半導体光源 の光量 を制御 して もよい。

点灯制御 の波形 を一定 とす る ことで、制御 を簡素化 で きる。

[001 6] 基 本波形 は、ベ ース値 を とる第 1 期 間、ベ ース値 か らピー ク値 に向か って

単調増加 す る第 2 期 間、 ピー ク値 か らベ ース値 に向か って単調減 少す る第 3

期 間、ベ ース値 を とる第 4 期 間 を有 して もよい。

[001 7] 半導体光源 の光量 は一定の傾 きで変化 して もよい。傾 きを一定 とす る こと

で、制御 が よ り簡素化 で きる。

[001 8] ピー ク位置 は、操舵 角 に応 じていて もよい。 これ によ り電子スィ プル機 能

を実現 で きる。



[001 9] ピー ク位置 は、 カ メラの情報 に応 じて いて もよい。 これ によ りホ ッ トゾ一

ンを生成 で きる。

[0020] 車両 用灯具 は、路 面 にパ ター ンを描 画 して もよい。 ピー ク位置 は、 パ ター

ンの車両 か らの最遠端部 に対応 して もよい。

これ によ り、 灯具 か らの距離 に依 存 す る路 面 の照度 を不均 一性 を解 消 で き

る。

[0021 ] 点灯 回路 は、 半導 体光源 に駆動 電流 を供給 す る定 電流 ドライバ を備 えて も

よい。 定 電流 ドライバ は、 ス イ ッチ ング コンバ ー タ と、 駆動 電流 の検 出値 を

、 半導 体光源 の光量 の 目標 値 に応 じた上側 しきい値 お よび 下側 しきい値 と比

較 し、比較 結果 に応 じてス イ ッチ ング コンバ ー タ を駆動 す る ヒステ リシス制

御 の コンバ ー タ コン トロー ラ と、 を含 んで もよい。

これ によ り、 駆動 電流 を、 走査 の周期 よ りも短 い時 間ス ケール で高速 に変

化 させ る ことがで きる。

[0022] 点灯 回路 は、 反射体 の運動 と同期 して、 周期 的 に多 階調 で変化 す る調 光信

号 を生成 す る調 光信号 生成部 をさ らに含 んで もよい。 定 電流 ドライバ は、調

光信号 に応 じた駆動 電流 を半導 体光源 に供給 して もよい。

[0023] 調 光信号 生成部 は、 反射体 の所 定 の基準箇 所 が所 定位置 を通過 す るタイ ミ

ングを示 す位置検 出信号 を生成 す る位置検 出器 を含 み、 位置検 出信号 と同期

して調 光信号 を生成 して もよい。

[0024] な お、 以上 の構成 要素 の任 意 の組 み合 わせ や、 本発 明の構成 要素 や表現 を

、 方法、装 置、 システ ムな どの間で相 互 に置換 した もの もまた、 本発 明の態

様 と して有効 であ る。

発明の効果

[0025] 本発 明のあ る態様 によれ ば、 ス キ ャン方 式 の車両 用灯具 において、 グ レア

フ リ一機 能以 外 の多様 な配光パ ター ンを生成 で きる。

図面の簡単な説明

[0026] [ 図 1] 実施 の形 態 に係 る車両 用灯具 を模 式 的 に示 す斜視 図であ る。

[ 図 2] 実施 の形 態 に係 る車両 用灯具 を備 え る灯具 システ ムの プ ロ ック図であ る



[ 図3] 光源の光量の時間変化の一例を示す図である。

[ 図4] 図4 ( a ) 〜 （d ) は、光源の光量の時間変化の別の一例を示す図であ

る。

[ 図5] 点灯回路の構成例を示す回路図である。

[ 図6] 図 5 の定電流 ドライバの動作波形図である。

[ 図7] 図 7 ( a ) 〜 （c ) は、変形例に係る光源の光量の波形図である。

[ 図8] 図 8 ( a ) 、 （b ) は、走査型光源の変形例を示す図である。

[ 図9] 図 9 ( a ) 、 （b ) は、第 9 変形例に係る走査型光源を備える灯具シス

テムのプロック図である。

[ 図10] 第 1 0 変形例に係る走査型光源を備える灯具システムのプロック図で

ある。

[ 図11] 図 1 1 ( a ) 〜 （c ) は、 ビームの空間強度分布と光量の時間波形を

示す図である。

[ 図12] 図 1 2 ( a ) 、 （b ) は、路面描画の一例を示す図である。

[ 図13] 図 1 3 ( a ) 、 （b ) は、路面描画の別の一例を示す図である。

発明を実施するための形態
[0027] 以下、本発明を好適な実施の形態をもとに図面を参照 しながら説明する。

各図面に示される同一または同等の構成要素、部材、処理には、同一の符号

を付するものとし、適宜重複 した説明は省略する。また、実施の形態は、発

明を限定するものではなく例示であって、実施の形態に記述されるすべての

特徴やその組み合わせは、必ず しも発明の本質的なものであるとは限らない

[0028] 本明細書において、 「部材A が、部材 B と接続された状態」とは、部材A

と部材 B が物理的に直接的に接続される場合のほか、部材A と部材 B が、そ

れらの電気的な接続状態に実質的な影響を及ぼさない、あるいはそれらの結

合により奏される機能や効果を損なわせない、その他の部材を介 して間接的

に接続される場合も含む。



同様 に、 「部材 C が、部材 A と部材 B の間に設けられた状態」 とは、部材

A と部材 〇、あるいは部材 B と部材 C が直接的に接続される場合のほか、そ

れ らの電気的な接続状態に実質的な影響 を及ぼさない、あるいはそれ らの結

合 により奏 される機能や効果を損なわせない、その他の部材を介 して間接的

に接続される場合 も含む。

[0029] また本明細書 において、電圧信号、電流信号などの電気信号、あるいは抵

抗、キャパシタなどの回路素子に付 された符号は、必要に応 じてそれぞれの

電圧値、電流値、あるいは抵抗値、容量値 を表すものとする。

[0030] 図 1 は、実施の形態に係る車両用灯具 1 を模式的に示す斜視図である。図

1 の車両用灯具 1 は、スキャン方式の A D B機能を有 し、車両前方に多様な

配光パターンを形成する。車両用灯具 1 は主 と して、走査型光源 1 0 、投影

レンズ 1 2 0 および点灯回路 2 0 0 を備える。

[0031 ] 走査型光源 1 0 2 は、光源 1 1 0 を含み、光源 1 1 0 の出射光を車両前方

で走査する。光源 1 1 0 は複数個、設けてもよいが、 ここでは理解の容易化

、説明の簡素化のため、 1 個の光源 1 1 0 の場合 を説明する。光源 1 1 0 に

は、 L E D (発光ダイオー ド）あるいは レーザダイオー ドなどの半導体光源

を用いることができる。走査型光源 1 0 は、光源 1 1 0 に加えて、 プレー ド

1 0 0 を有する。 プレー ド1 0 0 は光源 1 1 0 の出射光 L 1 を受け、所定の

周期運動 を繰 り返すことによりその反射光 L 2 を車両前方で水平方向 （図中

、 H方向）に走査する。本実施の形態では、 プレー ド1 0 0 は、図示 しない

モータのロータに取 り付 けられてお り、回転運動 を行なう。ある時刻におい

てプレー ド1 0 0 への入射光 L 1 は、 プレー ド1 0 0 の位置 （ロータの回転

角）に応 じた反射角で反射 し、車両前方に照射領域 3 0 0 を形成する。照射

領域 3 0 0 は、水平方向 （H方向）、垂直方向 （V 方向）それぞれに所定の

幅を有 している。

[0032] プ レー ド1 0 0 が回転することで、反射角が変化 し、照射領域 3 0 0 の位

置 （走査位置）が水平走査 （H方向）される。 この動作を高速に、たとえば

5 0 H z 以上で繰 り返すことで車両前方には、配光パターン 3 1 0 が形成 さ



れる。

[0033] 点灯回路 2 0 0 は、所望 の配光パ ター ン 3 1 0 が得 られるように、走査型

光源 1 0 の走査 と同期 して、具体的にはプ レー ド 1 0 0 の周期運動 と同期 し

なが ら、光源 1 1 0 の光量 （輝度） を制御 する。走査 の間、各走査位置 にお

ける照射領域 3 0 0 の照度 が制御 され、 それによ り照度 が非 ゼ ロの範囲 （点

灯領域 R 0 N) と、照度 がゼ ロの範囲 （消灯領域 R 0 F F) が形成 される。配光パ

ター ン 3 1 0 は、点灯領域 R 0 Nと消灯領域 R。F Fの組み合わせである。

[0034] 続 いて、車両用灯具 1 の点灯回路 2 0 0 の構成 を説明する。 図 2 は、実施

の形態 に係 る車両用灯具 1 を備 える灯具 システム 2 の プロック図である。灯

具 システム 2 は、 A D B用 E C U 4 および車両用灯具 1 を備 える。 A D B用

E C U 4 は、車両側 に搭載 されて もよい し、車両用灯具 1 に内蔵 されて もよ

い。

[0035] 走査型光源 1 0 は、光源 1 1 0 および プ レー ド 1 0 0 に加 えて、 モータ 1

3 0 を備 える。 プ レー ド 1 0 0 はモータ 1 3 0 な どの位置決め装置 に取 り付

け られてお り、 モータ 1 3 0 の回転 によって、 プ レー ド 1 0 0 への出射光 L

1 の入射角 （および反射角）が変化 し、反射光 L 2 が車両前方で走査 される

。 八 用 巳〇 1 4 は、 カメラ情報 S 1や車両情報 S 2 を受 ける。 A D B用

E C U 4 は、 カメラ情報 S 1 にもとづいて、車両前方の状況、具体的には対

向車、先行車の有無、歩行者 の有無等 を検 出する。 また A D B用 E C U 4 は

、車両情報 S 2 にもとづいて、現在の車速、操舵角な どを検 出する。 A D B

用 E C U 4 は これ らの情報 にもとづいて、車両前方 に照射すべ き配光バ タ一

ンを決定 し、配光パ ター ンを指示する情報 （配光パ ター ン情報） S 3 を車両

用灯具 1 に送信する。

[0036] 本実施 の形態では、 電子スィプル機能 に関連 した配光パ ター ンを説明する

。 A D B用 E C U 4 は、操舵角や車速 にもとづいて、最 も明る くすべ きピ一

ク位置 を決定する。配光パ ター ン情報 S 3 は、 この ピーク位置 を角度情報 Ρ

Ε Α Κと して示すデータを含んで もよい。 た とえば角度情報 は、配光パ ター ン

3 1 0 の左端 が L に、 その右端 が Rである。角度情報 は、配光パ ター ン



3 1 0 の中央 （H線 とV 線の交点）がゼロとなるように、正規化されてもよ

い。

[0037] 点灯回路 2 0 0 は、配光パターン情報 S 3 にもとづいてプレー ド1 0 0 の

回転 と同期 しなが ら光源 1 1 0 の光量 （輝度）を多階調で変化させる。たと

えば点灯回路 2 0 0 は主 として、定電流 ドライバ 2 2 0 、調光信号生成部 2

0 、位置検出器 2 0 2 を備える。

[0038] 位置検出器 2 0 2 は、 プレー ド1 0 0 の位置、言い換えれば現在の ビ一厶

の走査位置を検出するために設けられる。位置検出器 2 0 2 は、 プレー ド1

0 0 の所定の基準箇所が所定位置を通過するタイミングを示す位置検出信号

S 4 を生成する。たとえば基準箇所は、 2 枚のプレー ド1 0 0 の端部 （区切

れ目）であってもよい し、各 プレー ドの中央であってもよく、任意の箇所 と

することができる。

[0039] プ レー ド1 0 0 を回転させるモータ 1 3 0 には、ホール素子が取 り付けら

れていてもよい。 この場合、ホール素子か らのホール信号は、 ロータの位置

、すなわちプレー ドの位置に応 じた周期波形 となる。位置検出器 2 0 2 は、

ホール信号の極性が反転するタイミングを検出 してもよく、具体的には一対

のホール信号を比較するホールコンパ レータで構成 してもよい。

[0040] 本実施の形態では、説明の簡素化 と理解の容易化のため、 ビームの照射領

域 3 0 0 を配光パターン 3 1 0 の左端か ら右端に向かって走査するものとし

、位置検出信号 S 4 は、左端を示す信号であるものとする。

[0041 ] 調光信号生成部 2 1 0 は、 プレー ド1 0 0 の運動 と同期 して、周期的に多

階調で変化する調光信号 S 7 を生成する。調光信号 S 7 は、オン、オフを示

す 2 値ではな く多階調であ り、その階調数は特に限定されないが、最低でも

4 階調、好ま しくは 8 階調以上であ り、 3 2 階調、 6 4 階調、 1 2 8 階調で

あってもよく、その他の階調数であってもよい。調光信号 S 7 は、光源 1 1

0 に流れる駆動電流 I L E Dと 1 対 1 で対応 し、 したがって光源 1 1 0 の光量 と

も 1 対 1 で対応する。

[0042] 光源 1 1 0 の光量を変化させる方式としては、アナログ調光 （アナログ減



光）とPWM調光が存在する。アナログ調光では、駆動電流 I の電流量 （

振幅）が調節され、 P MW調光では、駆動電流 I を時分割でオン、オフし

、オン時間の比率が調節される。調光信号生成部 2 1 0 が生成する調光信号

S 7 は、定電流 ドライバ 2 2 0 のアナログ調光入力A D I M に供給され、調

光信号生成部 2 1 0 は、調光信号S 7 に比例 した電流量の駆動電流 I L EDを生

成する。

[0043] 点灯回路 2 0 0 は、前方に照射されるビ一厶の強度分布、言い換えれば光

源 1 1 0 の光量が、ピーク位置を基点に単調増加、単調減少するように光源

1 1 0 を駆動する。光源 1 1 0 の光量の制御について、いくつかの方式を説

明する。

[0044] (第 1 の制御方式）

図3 は、光源 1 1 0 の光量の時間変化の一例を示す図である。上述のよう

に、光量と駆動電流 I L EDは 1 対 1 で対応 し、また駆動電流 I L EDと調光信号

S 7 は 1 対 1 で対応するため、図3 は、調光信号S 7 の波形を示 し、また駆

動電流 I L EDの波形を示す。

[0045] 横軸は時間 t であり、また走査位置 に対応する。上述のように、調光信

号生成部 2 1 0 には、照度のピーク位置 PEA Kを示す配光パターン情報 S 3

が与えられる。図3 の （i ) 〜 （i i i ) では、ピーク位置 PEA Kが異なってい

る。

[0046] 光源 1 1 0 の光量は、配光パターン3 1 0 の—端 (左端） Lからピーク位

置 Ρ Ε Α Κに向けて単調増加 し、ピーク位置 Ρ Ε Α Κから配光パターン3 1 0 の

他端 （右端） Rに向けて単調減少するような波形を有する。

[0047] より詳 しくは、光量 （調光信号S 7 ) は、配光パターンの一端 （左端）

に対応するスター 卜時刻 t s において所定のベース値X ，をとり、ピーク位置

θ PEA Kに対応するピ一ク時刻 t PEA Kにおいてピ一ク値X 2 とり、配光バタ一

ン3 1 0 の他端 （右端） Rに対応するエン ド時刻 t Eにおいてべ一ス値 x ，を

とる。スター ト時刻 t s は、上述の位置検出信号S 4 にもとづいて検出可能で

ある。



[0048] 図 3 では、中央に照度のピークを有する配光パターンを形成するときの波

形 （i ) 、中央よりも右側に照度のピークを有する配光パターンを形成すると

きの波形 （i i ) 、中央よりも左側に照度のピークを有する配光パターンを形

成するときの波形 （i i i ) が示される。操舵角に応 じて、適切なピーク位置

P E A κが入力され、ピーク位置 p E A κ において最大となる調光信号 S 7 が生成

される。

[0049] 図 3 の波形 （i ) 〜 （i i i ) は、簡易に構成できる。すなわち、ピーク位置

PEA Kが与えられると、それに対応するピーク時刻 t PEA Kが分かる。調光信

号生成部 2 1 0 は、登りスロープの傾き を式 （1 ) により求める。

o = ( X 2 _ X 】） ( t A K - t s ) - ( 1 )

また調光信号生成部 2 1 0 は、下りスロープの傾き を式 （2 ) により求

める。

β = — ( 2 - ) ( t E - t Ρ Ε Α Κ ) ( 2 )

[0050] 調光信号生成部 2 1 0 は、時刻 t sから t PEA Kの期間、ベース値 X ，からピ

—ク値 X 2 まで、傾き で一定の傾きで増加させる。続いて時刻 t Ρ Ε Α Κから t

Eの期間、ピーク値 X 2からべ一ス値 X ，まで、傾き で一定の傾きで減少させ

る。

[0051 ] このように、調光信号生成部 2 1 0 は、簡易な演算処理によって適切な調

光信号 S 7 を生成できる。

[0052] (第 2 の制御方式）

図 4 ( a ) 〜 （d ) は、光源 1 1 0 の光量の時間変化の別の一例を示す図

である。調光信号生成部 2 1 0 には、図 4 ( a ) に示すような基本波形 A が

規定されている。基本波形 A は、ベース値 X ，をとる第 1期間 T 1、ベース値

X ，からピーク値 X 2に向かって単調増加する第 2 期間 T 2 、ピーク値 X 2から

ベース値 X ，に向かって単調減少する第 3 期間 T 3 、ベース値 X ，をとる第 4

期間 T 4 を有する。言い換えれば光源 1 1 0 の光量も、この基本波形にした

がって変化する。ここでは第 2 期間 T 2 と第 4 期間 T 4 の傾きは一定とする

。基本波形 A は、演算式として保持されてもよいし、波形テ一プルとして保



持されてもよい。

[0053] 図 4 ( b ) 〜 （d ) に示すように、調光信号生成部 2 1 0 は、基本波形 A

を、 ピーク位置 Ρ Ε Α Κに応 じて時間的に前後にシフ 卜させることにより調光

信号 S 7 を生成する。つまり光源 1 1 0 の光量も、基本波形 Α をピーク位置

PEA Kに応 じて時間的に前後にシフ 卜させたものとなっている。 ピーク位置

PEA Kが与えられると、それに対応するピーク時刻 t PEA Kが分かる。調光信

号生成部 2 1 0 は、基本波形 A のピークが、 ピーク時刻 t PEA Kとなるように

、基本波計A をシフ 卜する。

[0054] 第 2 の制御方法によれば、演算処理によって適切な調光信号 S 7 を生成で

きる。また調光信号 S 7 の波形を、第 1 の制御方法よりも複雑なものにする

ことができる。

[0055] 以上が車両用灯具 1 の構成である。この車両用灯具 1 によれば、走査周期

において、駆動電流 I Dを多階調で変化させることで、座標もしくは領域ご

とに照度を多階調で制御できる。これにより、電子スィプル機能といったグ

レアフリ一機能以外の、多様な配光パターンを実現できる。

[0056] 本発明は、図 2 のプロック図や回路図として把握され、図 3 、図4 の波形

図、あるいは上述の説明から導かれるさまざまな装置、回路に及ぶものであ

り、特定の構成に限定されるものではない。以下、本発明の範囲を狭めるた

めではなく、発明の本質や回路動作の理解を容易、明確化するために、より

具体的な構成例を説明する。

[0057] 図 5 は、点灯回路 2 0 0 の構成例を示す回路図である。定電流 ドライバ 2

0 は、スィツチングコンバータ 2 2 2 およびコンパ一タコン 卜ローラ2 2

4 を含む。

[0058] スイッチングコンバータ 2 2 2 は、昇圧コンバータ、降圧コンバータ、あ

るいは昇降圧コンバータである。コンバータコン トローラ2 2 4 は、駆動電

流 I L EDの検出値を示す電流検出信号 S 8 を受け、電流検出信号 S 8 が調光信

号 S 7 と一致するように、スィツチングコンバータ 2 2 2 をフィ一 ドバック

制御する。



[0059] ス ィ ツチ ングコンバ ータ 2 2 2 お よび コンパ 一タ コン 卜ロー ラ 2 2 4 の回

路形 式、制御方式 は特 に限定 されない。 ただ し、周期 的な調光信号 S 7 の周

波数 は プ レー ド1 0 0 の走査周波数 と一致 してお り、 1 0 0 H z 以上 に設定

され る。 したが って定電流 ドライバ 2 2 0 には、 1 0 m s よ り短 い時間スケ

—ル で、駆動 電流 I L E Dを高速 に変化 させ る応答性 が要求 され る。

[0060] そ こでスイ ッチ ングコンバ ータ 2 2 2 と しては、 出力電圧 が入力電圧 よ り

低 い条件 で駆動 す る場合 には降圧型 コンバ 一タを用 いる ことが好 ま しく、 出

力電圧 が入力電圧 よ り高 い条件、低 い条件 の両方 で駆動 させ たい場合 には、

C u k 型 コンバ ータを用 いる ことが好 ま しい。 また コンパ 一タ コン 卜ロー ラ

2 2 4 は応答性 に優 れ る ヒス テ リシ ス制御 （Bang-Bang制御 ）方式 を採 用 して

もよい。 図 6 は、 図 5 の定電流 ドライバ 2 2 0 の動作波形 図であ る。 コンパ

—タ コン 卜ロー ラ 2 2 4 は、調光信号 S 7 に もとづ き、互 いに所定の電圧幅

V 、 シ フ 卜した上側 しきい値 電圧 V Hおよび下側 しきい値 電圧 V L を生成 す

る。 コ ンバ ータ コ ン トロー ラ 2 2 4 は ヒス テ リシ ス コ ンパ レータ （不 図示）

を含み、駆動 電流 I の検 出値 であ る電流検 出信号 S 8 を、上側 しきい値 電

圧 V H および下側 しきい値 電圧 V L と比較 し、比較結果 に応 じた制御 パ ル ス S

9 を生成 す る。 コ ンバ ータ コ ン トロー ラ 2 2 4 は、制御 パ ル ス S 9 に応 じて

スィ ツチ ングコンバ ータ 2 2 2 のスィ ツチ ング素子 をスィ ツチ ングす る。

[0061 ] 調 光信号生成部 2 1 0 は、位置情報発 生器 2 1 2 、 波形発 生器 2 1 4 、 周

期演算部 2 1 6 を備 える。周期演算部 2 1 6 は、位置検 出器 2 0 2 か らの位

置検 出信号 S 4 に もとづ き、 プ レー ドの周期運動 の周期 T Pを演算 す る。 た と

えば位置検 出信号 S 4 がホール コンパ レータの出力であ る場合、周期演算部

1 6 は、位置検 出信号 S 4 のエ ッジの間隔 （半周期 ） を測 定す る。周期演

算部 2 1 6 は、 エ ッジの間隔 をク ロック信号 を利用 してカ ウン 卜す るカ ウン

夕で構成 して もよい。周期演算部 2 1 6 は、測 定 した周期 を示 す周期情報 S

5 を出力す る。

[0062] 位置情報発 生器 2 1 は、周期情報 S 5 お よび位置検 出信号 S 4 に もとづ

いて、各 時刻 におけるプ レー ド1 0 0 の位置 を示 す位置情報 S 6 を生成 す る



。たとえば位置情報発生器 2 1 2 は、位置検出信号 S 4 のエッジごとにリセ

ッ卜され、周期 T PをN分割 （Ν は整数） して得 られる単位時間ごとにカウン

卜アップ （あるいはカウン トダウン）するカウンタで構成 してもよい。位置

情報 S 6 は、現在の走査位置 を示 し、また時刻 t を示す。波形発生器 2 1

4 は、配光パターン情報 S 3 および位置情報 S 6 にもとづき、調光信号 S 7

を生成する。

[0063] 位置情報 S 6 と走査座標 の対応関係は、光源 1 1 0 およびプレー ド1 0

0 の幾何学的な配置関係から導 くことができる。波形発生器 2 1 4 は、位置

情報 S 6 と走査座標 の対応関係を保持するテ一プルを含んでもよいし、そ

れらの対応関係を記述する演算式を保持 してもよい。

[0064] 以上、本発明について、実施の形態をもとに説明 した。この実施の形態は

例示であり、それらの各構成要素や各処理プロセスの組み合わせにいろいろ

な変形例が可能なこと、またそうした変形例も本発明の範囲にあることは当

業者に理解されるところである。以下、こうした変形例について説明する。

[0065] (第 1変形例）

実施の形態では、電子スィプル機能を説明 したが、点灯回路 2 0 0 は、ホ

ッ卜ゾーンの生成機能にも対応可能である。この場合、配光パターン情報 S

3 は、カメラ情報 S 1 にもとづいて、明るく照射すべき領域 （ピーク位置 Ρ

Ε Α Κ ) を決定 し、点灯回路 2 0 0 に送信すればよい。

[0066] (第 2 変形例）

図 3 や図4 に示す調光信号 S 7 の波形は例示であり特に限定されない。図

7 ( a ) 〜 （c ) は、変形例に係る光源 1 1 0 の光量の波形図であり、調光

信号 S 7 の波形図である。図 7 ( a ) 〜 （c ) は、いずれも配光パターン3

1 0 の中央に、 ピーク位置 PEA Kが存在する場合を示す。図 7 ( a ) や （c

) の調光信号 S 7 は、傾きが途中で変化する。図 7 ( b ) の調光信号 S 7 は

、台形である。

[0067] 図 7 ( a ) 〜 （c ) のいずれの波形を採用 した場合に、 ピーク位置 Ρ Ε Α Κ

を変化させる方法は限定されず、たとえば上述 した第 1 の制御方法、第 2 の



制御方法のどちらかを用いればよい。

[0068] (第 3 変形例）

位置検出器 2 0 2 によるプレー ド1 0 0 の位置検出方法は、ホール素子を

利用 したものに限定されない。たとえば位置検出器 2 0 2 は、モータ 1 3 0

のロータの位置を検出する光学式、あるいはその他の方式のロータリ一ェン

コーダを利用 して、位置検出信号 S 4 を生成 してもよい。あるいは位置検出

器 2 0 2 は、プレー ド1 0 0 の裏側に設けられたフォ トセンサと、プレー ド

1 0 0 の表面側からフォ 卜センサに向かって光を照射する位置検出用の光源

と、を含んでもよい。そ してプレー ド1 0 0 に、スリットあるいはピンホ一

ルを設けてもよい。これにより、スリットあるいはピンホールが、フォ トセ

ンサの上を通過するタイミングを検出できる。スリットは、 2 枚のプレー ド

1 0 0 の間隙であってもよい。また位置検出用の光源は、赤外線光源を利用

してもよいし、光源 1 1 0 であってもよい。このように位置検出器 2 0 2 の

構成にはさまざまなバ リエーションが存在 しうる。

[0069] (第 4 変形例）

実施の形態では、周期演算部 2 1 6 によって周期 T Pを測定する場合を説明

したが本発明はそれには限定されない。モータ 1 3 0 の回転数が一定である

ことが保証されるプラットフォームにおいては、プレー ド1 0 0 の運動の周

期 Τ Ρ として所定値を用いてもよい。あるいは灯具 E C U 2 0 6 がモータ 1 3

0 の回転数を制御する場合には、灯具 E C U 2 0 6 は、位置検出信号 S 4 に

よらずに、周期 T Pを直接的に知ることができる。

[0070] (第 5 変形例）

上述の電子スィプル機能と、グレアフリ一機能は併用することができる。

この場合、配光パターン情報 S 3 は、グレアフリーのために点灯領域と消灯

領域を示す情報をさらに含む。この場合、消灯領域において調光信号 S 7 を

ゼロとすればよい。

[0071 ] (第 6 変形例）

実施の形態では 2 枚のプレー ド1 0 0 の場合を説明 したが、プレ一 ドの枚



数 は限定されず、 1 枚であ ってもよい し、 3 枚以上であ ってもよい。 また実

施の形態では、 プ レー ド1 0 0 を回転運動 させ る場合 を説明 したが、 プ レ一

ド1 0 0 は往復運動 させてもよい。

[0072] (第 7 変形例）

光源 1 1 0 と しては、 L E D の他 に、 L D ( レーザダイオー ド）や有機 E

L (エ レク ト口ル ミネ ッセンス）な どの半導体光源 を用いてもよい。

[0073] (第 8 変形例）

走査型光源 1 0 の構成 にもさまざまな変形例が存在する。実施の形態では

、反射体 と してプ レー ド1 0 0 を採用 したが、それに限定されない。図 8 (

a ) 、 （b ) は、走査型光源 1 0 の変形例 を示す図である。図 8 ( a ) およ

び （b ) の走査型光源 1 O a 、 1 O b は、図 1 と同様 に、光源 1 1 0 と反射

体の組み合わせである。図 8 ( a ) の反射体はポ リゴンミラ一 1 0 0 a であ

る。反射体はガルバ ノミラ一であ ってもよい。図 8 ( b ) の反射体はM E M

S ( M i cro E lect r o Mechan i ca Systems) ス 于 ヤ ン ミラ一 1 0 0 b で あ る。

[0074] (第 9 変形例）

図 9 ( a ) 、 （b ) は、第 9 変形例 に係 る走査型光源 1 0 c ， 1 0 d を備

える灯具 システムのプロック図である。図 9 ( a ) の走査型光源 1 0 c にお

いて光源 1 1 0 には、駆動機構 と してァクチ ユエ 一 タ 1 4 0 が取 り付 け られ

てお り、 ァクチユエ一タ 1 4 0 によって光源 1 1 0 の光軸がスィプル （ある

いは レべ リング）可能 とな っている。

[0075] 図 9 ( b ) の走査型光源 1 0 d では、 ァクチ ユエ 一 タ 1 4 0 に代 えて、 モ

—タ 1 4 2 および変換装置 1 4 4 を備 える。変換装置 1 4 4 は、 モータ 1 4

2 の回転運動 を入力 と し、往復運動 に変換 して出力する駆動機構である。光

源 1 1 0 は、変換装置 1 4 4 か ら出力される往復運動 によって、光軸がス ィ

プル可能 とな っている。

[0076] (第 1 0 変形例）

図 1 0 は、第 1 0 変形例 に係 る走査型光源 1 0 e を備 える灯具 シ ス テ ム の

プロック図である。走査型光源 1 0 c は、光学的特性が電気的に制御可能な



電気光学素子 1 4 6 を備える。たとえば電気光学素子 1 4 6 は屈折率が電圧

あるいは電流、温度等によって制御可能なレンズであってもよい。屈折率制

御部 1 4 8 は、周期的にレンズの屈折率を変化させることにより、光を走査

させる。

[0077] (第 1 1変形例）

車両用灯具 1 は、電子スィプル機能に加えて、あるいはそれに代えて、別

の機能をサボ一 卜することができる。図 1 1 ( a ) 〜 （c ) は、 ビームの空

間強度分布と光量の時間波形を示す図である。図 1 1 ( a ) は、通常のハイ

ビームの配光に対応する。図 1 1 ( b ) は、上述の電子スィプルに対応する

。図 1 1 ( c ) は、雨天時の配光に対応する。

[0078] (第 1 2 変形例）

実施の形態では、光軸を 1方向 （水平方向）にスィプルさせる場合を説明

したが本発明はそれに限定されない。たとえば図 8 ( b ) の走査型光源 1 0

b では、 2 軸可動のM E M S ミラ一を採用 したり、あるいは 2 個のM E M S

ミラ一を組み合わせることにより、光軸を、水平方向 （スィプル）に加えて

、鉛直方向 （レべ リング）にも走査させることが可能となる。 2 個のガルバ

ノミラ一を用いた場合も同様である。あるいは図 9 ( a ) の走査型光源 1 0

c においてァクチユエ一タを2 軸で構成 した場合も同様である。

[0079] 水平方向および鉛直方向の走査が可能である走査型光源 1 0 との組み合わ

せにおいて、点灯回路 2 0 0 は、路面に任意の形状や文字を描画する路面描

画機能をサボ一 卜することもできる。図 1 2 ( a ) 、 （b ) は、路面描画の

—例を示す図である。図 1 2 ( a ) には、路面 3 5 0 およびそれに描画され

るパターン3 5 2 の一例が示される。図 1 2 ( b ) には、図 1 2 ( a ) のパ

ターン3 5 2 に対応する光量の時間波形が示される。 ビ一厶 （照射領域 3 0

0 ) は、時刻 t 0 〜 t 2 を 1周期として上下方向 （鉛直方向）に往復走査さ

れる。点灯回路 2 0 0 は、 ビームの照射位置が遠方であるほど、光量を増加

させてもよい。この場合、図 1 2 ( a ) の光量の時間波形は、図 3 あるいは

図4 に示 したそれと同様に、単調増加/ 単調減少するパターンにしたがって



いることに留意されたい。 これにより、路面 3 5 0 の照度 を自車 3 5 4 か ら

の距離 によらずに一定にすることができ、 自車あるいは他車か らの視認性 を

高めることができる。

[0080] 図 1 3 ( a ) 、 （b ) は、路面描画の別の一例 を示す図である。図 1 3 (

a ) には、路面 3 5 0 およびそれに描画されるパターン 3 5 6 の別の一例が

示される。 ここでは矢印のパターン 3 5 6 が一筆書 きされるものとする。 ビ

—厶は、時刻 t 0 〜 t 2 を 1 周期 と して、パターンの外形 に沿 って反時計回

りに繰 り返 し走査 される。図 1 3 ( b ) には、図 1 3 ( a ) のパターン 3 5

6 に対応する光量の時間波形が示される。 この例 においても点灯回路 2 0 0

は、 ビームの照射位置が遠方であるほど、光量を増加 させてもよい。図 1 3

( b ) の光量の時間波形 もまた、図 3 あるいは図 4 に示 したそれと同様 に、

単調増加 / 単調減少するパターンに したがつている。 これにより、路面 3 5

0 の照度 を一定にすることができ、 自車 3 5 4 あるいは他車か らの視認性 を

高めることができる。

[0081 ] 実施の形態では、光源 1 1 0 の輝度 （光量）を多階調制御することと した

が、光源 1 1 0 の光量を、連続的に、つまり非離散的に変化させてもよい。

たとえば、キャパシタを定電流や抵抗で充放電 し、その結果、キャパシタに

生ずる電圧を、調光信号 S 7 と して用いることで、光量を連続的に変化させ

ることが可能である。

[0082] 実施の形態にもとづき、具体的な語句を用いて本発明を説明 したが、実施

の形態は、本発明の原理、応用を示 しているにすぎず、実施の形態には、請

求の範囲に規定された本発明の思想 を逸脱 しない範囲において、多 くの変形

例や配置の変更が認め られる。

符号の説明

[0083] 1 車両用灯具、 2 灯具システム、 4 〜 A D B 用 E C U、 1 0 0 プ レー

ド、 1 1 0 光源、 1 2 0 投影 レンズ、 1 3 0 モータ、 2 0 0 点灯回

路、 2 0 2 位置検 出器、 2 0 6 灯具 E C U、 2 1 0 調光信号生成部、

1 2 位置情報発生器、 2 1 4 波形発生器、 2 1 6 周期演算部、 2 2



0 定電流 ドラ イ ノく、 2 2 2 ス イ ッチ ン グ コ ンバ ー タ、 2 2 4 コ ンパ 一

タ コ ン 卜ロー ラ、 3 0 0 照射領域、 3 1 0 配光パ タ ー ン、 S 1 カ メ ラ

情報、 S 2 車両情報、 S 3 配光パ タ ー ン情報、 S 4 位置検 出信号、 S

5 周期情報、 S 6 位置情報、 S 7 調光信号、 S 8 電流検 出信号。

産業上 の 利用可能性

本発明は、灯具 に利用で きる。



請求の範囲

半導体光源 を含み、前記半導体光源の出射光 を灯具前方で走査する

走査型光源 と、

前記走査型光源の走査 と同期 して、前記半導体光源の光量 を多階調

で変化 させ る点灯回路 と、

を備 えることを特徴 とする車両用灯具。

前記走査型光源 は、前記半導体光源 に加 えて、前記半導体光源の出

射光 を受け、所定の周期運動 を繰 り返す ことによ りその反射光 を灯具

前方で走査する反射体 をさ らに含み、

前記点灯回路 は、前記反射体の運動 と同期 して、前記半導体光源の

光量 を多階調で変化 させ ることを特徴 とする請求項 1 に記載の車両用

灯具。

前記点灯回路 は、前方 に照射 される ビームの強度分布が、 ピーク位

置 を基点に単調増加、単調減少するように前記半導体光源 を駆動する

ことを特徴 とする請求項 1 または 2 に記載の車両用灯具。

前記半導体光源の光量は、前方 に形成 される配光パター ンの 一端 に

対応するスター 卜時刻 において所定のベース値 をとり、前記 ピーク位

置 に対応する ピーク時刻 において ピーク値 をとり、前記配光パター ン

の他端 に対応するエン ド時刻 において前記べ一ス値 をとることを特徴

とする請求項 3 に記載の車両用灯具。

前記点灯回路 は、あ らか じめ定め られた基本波形 を前記 ピーク位置

に応 じて時間的に前後 にシフ 卜させ ることによ り、前記半導体光源の

光量 を制御することを特徴 とする請求項 3 に記載の車両用灯具。

前記基本波形 は、ベース値 をとる第 1 期 間、前記ベース値か らピー

ク値 に向か って単調増加する第 2 期 間、前記 ピーク値か ら前記ベース

値 に向か って単調減少する第 3 期 間、前記ベース値 をとる第 4 期 間を

有することを特徴 とする請求項 5 に記載の車両用灯具。

前記半導体光源の光量は一定の傾 きで変化することを特徴 とする請



求項 3 か ら 5 のいずれかに記載の車両用灯具。

前記 ピーク位置は、操舵角およびカメラの少な くとも一方の情報 に

応 じていることを特徴 とする請求項 3 か ら 7 のいずれかに記載の車両

用灯具。

前記車両用灯具 は、路面 にパター ン を描画するものであ り、

前記 ピーク位置は、前記パター ンの車両か らの最遠端部 に対応する

ことを特徴 とする請求項 3 か ら 7 のいずれかに記載の車両用灯具。

前記点灯回路 は、前記半導体光源 に駆動電流 を供給する定電流 ドラ

ィバ を備 え、

前記定電流 ドライバは、

スィ ツチングコンバ一タと、

前記駆動電流の検 出値 を、前記半導体光源の光量の 目標値 に応 じた

上側 しきい値 および下側 しきい値 と比較 し、比較結果 に応 じて前記ス

イ ッチングコンバ一タを駆動する ヒステ リシス制御のコンバ一タコン

卜ローラと、

を含む ことを特徴 とする請求項 1 か ら 9 のいずれかに記載の車両用

灯具。

前記点灯回路 は、反射体の運動 と同期 して、周期的に多階調で変化

する調光信号 を生成する調光信号生成部 をさ らに含み、前記定電流 ド

ライバは、前記調光信号 に応 じた前記駆動電流 を前記半導体光源 に供

給することを特徴 とする請求項 1 0 に記載の車両用灯具。

前記調光信号生成部 は、前記反射体の所定の基準箇所が所定位置 を

通過するタイミングを示す位置検 出信号 を生成する位置検 出器 を含み

、前記位置検 出信号 と同期 して前記調光信号 を生成することを特徴 と

する請求項 1 1 に記載の車両用灯具。

前記反射体は回転型であることを特徴 とする請求項 1 か ら 1 2 のい

ずれかに記載の車両用灯具。

前記反射体は 2 枚 のプ レー ドを含み、前記基準箇所は、 2 枚 のプ レ



- ドの区切れ 目であることを特徴 とする請求項 1 2 に記載の車両用灯

[ 請求項 15 ] 前記走査型光源 は、前記半導体光源 に加 えて、前記半導体光源の光

軸 を周期的にスィプルあるいは レペ リングさせ る駆動機構 を含む こと

を特徴 とする請求項 1 に記載の車両用灯具。

[ 請求項 16 ] 前記走査型光源 は、前記半導体光源 に加 えて、光学的特性が電気的

に制御可能な電気光学素子を含む ことを特徴 とする請求項 1 に記載の

車両用灯具。

[ 請求項 17 ] 車両用灯具の制御方法であ って、

半導体光源の出射光 を灯具前方で周期的に走査するステ ップと、

前記出射光の走査 と同期 して、前記半導体光源の光量 を多階調で繰

り返 し変化 させ るステ ップと、

を備 えることを特徴 とする制御方法。



補正された請求の範囲
[201 6年9月15日（1 5.09.201 6) 国際事務局受理]

[請求項1] (補正後） 半導体光源と、前記半導体光源の出射光を受け、所定の

周期運動を繰 り返すことによりその反射光を灯具前方で走査する反射

体と、を含み、前記半導体光源の出射光を灯具前方で走査する走査型

光源 と、

前記反射体の運動と同期 して、前記走査型光源の走査と同期 して、

前記半導体光源の光量を多階調で変化させる点灯回路と、

を備えることを特徴とする車両用灯具。

[請求項2]

[請求項3] (補正後） 前記点灯回路は、前方に照射されるビームの強度分布が

、ピーク位置を基点に単調増加、単調減少するように前記半導体光源

を駆動することを特徴とする請求項 1 に記載の車両用灯具。

[請求項4] 前記半導体光源の光量は、前方に形成される配光パター ンの一端に

対応するスター ト時刻において所定のベース値をとり、前記 ピーク位

置に対応するピーク時刻においてピーク値をとり、前記配光パターン

の他端に対応するェン ド時刻において前記ベース値をとることを特徴

とする請求項 3 に記載の車両用灯具。

[請求項5] 前記点灯回路は、あらか じめ定められた基本波形を前記 ピーク位置

に応 じて時間的に前後にシフ 卜させることにより、前記半導体光源の

光量を制御することを特徴 とする請求項 3 に記載の車両用灯具。

[請求項6] 前記基本波形は、ベース値をとる第 1 期間、前記ベース値からピー

ク値に向かって単調増加する第 2 期間、前記 ピーク値から前記ベース

値に向かって単調減少する第 3 期間、前記ベース値をとる第 4 期間を

有することを特徴とする請求項 5 に記載の車両用灯具。

[請求項7] 前記半導体光源の光量は一定の傾きで変化することを特徴とする請

補正された用紙 （条約第19条)



求項 3 か ら5 のいずれかに記載の車両用灯具。

[請求項8] 前記 ピーク位置は、操舵角およびカメラの少な くとも一方の情報に

応 じていることを特徴 とする請求項 3 か ら7 のいずれかに記載の車両

用灯具。

[請求項9] 前記車両用灯具は、路面にパターンを描画するものであ り、

前記 ピーク位置は、前記パター ンの車両か らの最遠端部に対応する

ことを特徴 とする請求項 3 か ら7 のいずれかに記載の車両用灯具。

[請求項10] (補正後） 前記点灯回路は、前記半導体光源に駆動電流 を供給する

定電流 ドライバ を備え、

前記定電流 ドライバは、

スィツチングコンバ一タと、

前記駆動電流の検出値を、前記半導体光源の光量の目標値に応 じた

上側 しきい値および下側 しきい値 と比較 し、比較結果に応 じて前記ス

イッチングコンバ一タを駆動するヒステ リシス制御のコンバータコン

トロ一ラと、

を含む ことを特徴 とする請求項 1 、 3 か ら9 のいずれかに記載の車

両用灯具。

[請求項11] 前記点灯回路は、反射体の運動 と同期 して、周期的に多階調で変化

する調光信号を生成する調光信号生成部をさらに含み、前記定電流 ド

ライバは、前記調光信号に応 じた前記駆動電流 を前記半導体光源に供

給するこ とを特徴 とする請求項 1 0 に記載の車両用灯具。

[請求項12] 前記調光信号生成部は、前記反射体の所定の基準箇所が所定位置を

通過するタイ ミングを示す位置検出信号を生成する位置検出器 を含み

、前記位置検出信号 と同期 して前記調光信号を生成するこ とを特徴 と

する請求項 1 1 に記載の車両用灯具。

[請求項13] (補正後） 前記反射体は回転型であることを特徴 とする請求項 1 、

3 か ら 1 2 のいずれかに記載の車両用灯具。

[請求項14] 前記反射体は 2 枚のブレー ドを含み、前記基準箇所は、 2 枚のブレ

補正された用紙 （条約第 19条)



- ドの区切れ 目であることを特徴 とする請求項 1 2 に記載の車両用灯

[請求項 15] (削除）

[請求項 16] (削除）

[請求項 17] (補正後） 車両用灯具の制御方法であって、

半導体光源の出射光を受ける反射体が周期運動を繰 り返す ことによ

りその反射光を灯具前方で周期的に走査するステップと、

前記反射体の前記周期運動 と同期 して、前記半導体光源の光量を多

階調で繰 り返 し変化 させるステ ップと、

を備えることを特徴 とする制御方法。

補正された用紙 （条約第 19条)
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